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 ごみ処理基本計画 

 

１．ごみ処理の現状と課題 

１ ごみの分別 

本市のごみ分別区分は，大きく「もやすごみ」，「資源ごみ」，「もやさないごみ・もえ

ないごみ」，「粗大ごみ」，「有害ごみ」の５種に区分しています。 

このうち，資源ごみは新聞，雑誌・雑紙，段ボール，紙パック，ペットボトル，ビン，カ

ン，トレー・その他のプラスチック製容器包装，せん定枝等の 9 区分に細分化し，５種 13

分別としています。 

 

◆図表 3-１ 収集ごみの分類 

 
※分別区分の名称は，「大竹市ごみ収集カレンダー（家庭ごみの分け方と出し方）」に示すものとしています。 

資料：「大竹市ごみ収集カレンダー（家庭ごみの分け方と出し方）」 

 

項　　目

台所ごみ（生ごみ，貝類，野菜くず，食用油，卵殻），資源化できない紙，
木くず，生花，ぼろぎれ，少量の衣類，板くず，たばこの吸い殻，ぬいぐるみ，
紙おむつ，汚れが落ちないプラスチック容器，その他のもえるごみ

②-1 ペットボトル
ペットボトル表示マークのあるもの，飲料用容器，酒類用容器，調味料容器，
ペットボトルのキャップ

②-2 トレー・その他の
　　　 プラスチック製
       容器包装

石油で作られたビニールやポリエチレンなど（プラスチック容器，食品トレー，
ペットボトルラベルなど，洗って汚れが落ちるもの），レジ袋，食品用パック，
インスタント食品容器，卵パック，台所用洗剤容器，冷凍食品包装，
食用油容器，食品用トレー，ＣＤケース，カセットケース，発泡スチロール

②-3 カン 飲料カン，缶詰，スプレーカン，カセットボンベ，油カン，３ℓ未満のカン

②-4 ビン ジュースビン，ドリンクビン，調味料ビン，ウィスキービン，油ビン

②-5 新聞 新聞，折込みチラシ

②-6 雑誌・雑紙 雑誌，雑紙（菓子箱，コピー用紙など）

②-7 段ボール 段ボール

②-8 紙パック 飲料用紙パック

②-9 せん定枝等 せん定枝，落ち葉・枯れ葉，庭等の草花

陶磁器類，ガラス類（化粧ビンを含む。），金属類，皮革類，小型家電製品，
履物類，ビデオテープ，使い捨てライター

家具・建具類，大型家電製品，寝具類，敷物類，自転車，三輪車

蛍光管，体温計，マンガン電池，アルカリ電池，ボタン型電池

④ 粗大ごみ

⑤ 有害ごみ(電池類含む）

分別区分

① もやすごみ

②
資
源
ご
み

③ もやさないごみ・もえないごみ
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２ 排出及び収集方法 

家庭から分別して出されたごみは，次に示す方式・体制によって収集しています。 

ごみの出し方は，原則，指定ごみ袋制を導入しています。 

ごみの収集・運搬は，直営または委託業者が行っています。また，粗大ごみは自らが搬入

するか，申込みによる戸別収集としています。 

 

◆図表 3-２ 収集体制 

 
 

 

項　　目

もやすごみ 週２回

粗大ごみ 随時（自己搬入）又は週１回（申込制・戸別収集）

紙資源（新聞，雑誌・雑紙，段ボール，紙パック） 月１回

ペットボトル 月２回

ビン・カン 月各１回

トレー・その他のプラスチック製容器包装 週１回

せん定枝等 月１回

もやさないごみ・もえないごみ 月１回

有害ごみ 

月１回

※「危険」と記入してもやさないごみ・もえないごみの

　　日に出す

乾電池類 随時

ステーション方式

粗大ごみ 自己搬入又は戸別収集（申込み週1回）

乾電池類 拠点回収

もやすごみ 指定袋

粗大ごみ -

紙資源（新聞，雑誌・雑紙，段ボール，紙パック）
ひも

※十字にしばって出す

ビン・カン
指定袋

※カン，ビンそれぞれ別の日に収集

ペットボトル
指定袋

※キャップは透明な小袋に入れボトルと一緒に出す

トレー・その他のプラスチック製容器包装 指定袋

せん定枝等
指定袋

※指定袋に入らないものは粗大ごみ

もやさないごみ・もえないごみ
指定袋

※指定袋に入らないものは粗大ごみ

有害ごみ 指定袋

乾電池類 電池回収ボックス

もやすごみ 直営又は委託

粗大ごみ 直営

紙資源（新聞，雑誌・雑紙，段ボール，紙パック） 直営又は委託

ビン・カン 直営又は委託

ペットボトル 直営又は委託

トレー・その他のプラスチック製容器包装 直営又は委託

せん定枝等 直営又は委託

もやさないごみ・もえないごみ 直営又は委託

有害ごみ 直営又は委託

乾電池類 直営又は委託

収

集
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態

資

源

ご

み

分別区分

収

集

頻

度

資
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ご
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排
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３ ごみ処理の流れ 

市内から排出されたごみは，本市が管理運営するごみ処理施設に搬入し，中間処理，一時

保管等を行ったうえで再資源化等を行っています。 

このうち，もやすごみは，夢エネルギーセンターで固形燃料（RDF）化し，生成した固形

燃料は福山リサイクル発電所に搬入し，発電用燃料として利用しています。 

また，粗大ごみやビン，カンなどの資源ごみは，不燃物処理資源化施設で破砕・選別処理

し，鉄類の資源物回収とごみの減量化を行っており，トレー・その他のプラスチック製容器

包装は，選別等の処理を行わず，一時，貯留した後に業者に引き渡して資源化しています。 

なお，不燃物等の埋立対象物は，委託による埋立処分としています。 

◆図表３-３ ごみ処理フロー 
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４ ごみ処理施設 

夢エネルギーセンター（ごみ固形燃料施設）及び粗大ごみや資源ごみ等の選別処理等を行

う不燃物処理資源化施設は，市街地から近い南部沿岸地域の工場地帯に「大竹市リサイクル

センター」として集約して立地しており，市が管理運営を行っています。 

 

◆図表３-４ 施設の位置 

 

 

◆図表３-５ 施設の概要（大竹市リサイクルセンター） 

名  称 
夢エネルギーセンター 

（ごみ固形燃料施設） 不燃物処理資源化施設 

所 在 地 大竹市東栄三丁目３番地・4番地 

処理施設 ごみ固形燃料施設 不燃物処理施設 ストックヤード 

処理能力 42t/日 11t/日 1.2t/日 

処理方式 ＲＤＦ化 選別・破砕・圧縮処理 選別・圧縮梱包 

竣 工 年 平成15年1月 平成元年3月 平成23年6月 

 

   
  



19 

５ ごみの分別 

本市では，家庭から排出される「もやすごみ」について，削減が可能なものや分別が不徹

底なものなどの実際の混入量や排出状況を把握することを目的に，平成２９年度に 2 度の組

成調査を実施しました。 

その結果，本市から排出されるもやすごみには，削減が可能な食べ残しや手つかず食品が

1 割強，資源化が可能な新聞・チラシ，その他紙製容器包装などが 2 割弱混入しています。 

 

◆図表３-６ 家庭系もやすごみの分別状況 

〔家庭系もやすごみ組成調査結果（湿ベース）〕 
 

 

 

 

 

もやすごみ

69.61%

削減が可能なごみ

11.56%

資源化が可能なごみ

18.35%

分別間違い

0.48%

指定袋 0.29%

調理くず 27.51%

新聞・チラシ（利用後）

5.25%

食品用包装紙 0.86%

その他紙類 7.07%

ぼろぎれ 0.57%

生花 1.24%

木製品 0.29%

容器包装プラ（汚れたもの）

1.81%

紙おむつ 14.61%

その他可燃物 4.47%

生ごみを入れるため使用し

たレジ袋 1.15%

ペットのトイレ用の砂，糞

4.49%

手つかず食品 6.88%

食べ残し 4.68%

新聞・チラシ（利用前）

8.79%

その他紙製容器包装 4.39%

雑誌・雑紙 3.92%

段ボール 0.19%

紙パック 0.86%

容器包装プラ（洗浄済）

0.10%

プラスチック類 0.10%

皮革類 0.38%

乾電池 0.10%

手つかず食品 

食べ残し 

新聞・チラシ（利用前） 

その他紙製容器包装 
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６ ごみ排出量 

本市の年間ごみ排出量は，減少傾向にあり，平成２８年度は 9,476 トンとなっています。 

市民１人１日当たりの平均排出量（以下「１人１日平均排出量」という。）は，概ね減少

傾向にあるものの平成２７年度は若干増加し，平成２８年度は940グラムとなっています。 

なお，家庭系収集ごみは，減少傾向にあり，平成２８年度は 546 グラムとなっています。

このことから，平成２７年度以降，事業系ごみが増加していることが想定されます。 

 

◆図表３-7 ごみ排出量の推移 

〔年間ごみ排出量の実績〕 

 
※資源回収＝団体回収＋システム回収 

〔１人１日平均排出量の実績〕 
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本市の１人１日平均排出量は，県内市町において上位にあり，特に，家庭系ごみは，江田

島市，坂町，大崎上島町に次いで 4 番目に多くなっています。その要因の一つとして，事業

系ごみの一部が収集ごみに混入されて排出されていることが考えられます。 

◆図表３-8 平成２７年度広島県内市町の１人１日平均排出量 

 

 

７ ごみの再資源化量 

本市におけるごみの資源化は，市民が主体となって行っている団体回収やシステム回収，

ごみ処理施設における資源ごみ等の選別，及びもやすごみの固形燃料化等によって行ってい

ます。 

年間資源化量は，年間ごみ排出量の減少に伴い，平成２６年度に大幅に減少し，平成２８

年度は 6,136 トンとなっています。 

また，リサイクル率は，平成２６年度以降 65％を下回り，平成２８年度は 64.8％です。

RDF 量を除いた場合は 30％を下回り，平成２８年度は 28.4％となっています。 

◆図表３-9 本市の資源化の手法 

区  分 手 法 等 の 概 要 

団体回収 
自治会等の団体が資源回収日を独自で定め，集めた資源物を回収業者に収
集を依頼し，資源化しています。本市では昭和６３年８月から回収量に応
じた報奨金を交付しています。 

システム回収 
平成 9 年５月から，「新聞・雑誌の日」（現在は「紙資源の日」）を地
区の資源回収日として定め，回収業者が収集して資源化しています。 
平成２５年４月から，「紙パック」を追加しています。 

資源ごみ分別と 
選別処理 

カンやビン，容器包装類といった資源ごみを，施設において選別して資源
化しています。 
粗大ごみ等は，分解等により有価物を回収し，資源化しています。 
平成２５年４月から，「せん定枝等の日」を地区の資源回収日として定め，
シルバー人材センターが土壌改良材「チップくん」として資源化していま
す。 

もやすごみの 
固形燃料(RDF)化 

もやすごみを破砕，選別，乾燥，圧縮成形して固形燃料にし，福山リサイ
クル発電所において，発電用燃料として利用しています。 
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◆図表３-10 本市の資源化 

〔年間資源化量の実績〕 

 

〔リサイクル率の実績〕 

 

 

※リサイクル率＝資源化量÷（ごみ排出量＋資源回収量） 

資源化量＝施設資源化量＋資源回収量＋RDF 製造量 

資源回収量＝団体回収量＋システム回収量 
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８ ごみの最終処分量 

本市では，再資源化が困難な陶器，ガラス等を委託処分しています。 

年間最終処分量は，年間ごみ排出量の減少に伴い，平成２６年度に大幅に減少し，平成 

２８年度は 93 トンとなっています。 

また，ごみの排出量に対する最終処分量の割合（以下「埋立率」という。）については，

平成２８年度は 1.1％となっています。 

 

◆図表３-11 本市の最終処分量の実績 

 

 

 

９ ごみ処理経費（施設整備等を除く。） 

本市のごみ処理経費については，平成２８年度は 4 億 6 千 5 百万円程度で，概して減少

傾向にあります。 

また，１トン当たりのごみ処理経費でみると 5 万６千円程度，市民１人当たりのごみ処理

経費では 1 万７千円程度となっています。 
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◆図表３-12 ごみ処理経費 
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10 課題 

本市のごみ処理における現状の課題としては，次のことが考えられます。 

 

（１）ごみの排出に関する事項 

ごみの排出抑制・分別の徹底が必要 

・ １人１日平均排出量（資源回収量を含む。）は，ごみ処理手数料制度の導入以降 1 割

程度減少していますが，900 グラムを超え広島県内の市町において上位にあります。 

・ また，家庭系ごみ排出量が広島県内の市町において上位 4 位に位置しており，事業系

ごみの一部が家庭系ごみの収集ステーションに排出されていることが考えられます。 

・ 日常生活や事業活動において，「もったいない」と思う気持ちを常に自覚し，ごみの

分別の徹底や，食べ残しや手つかず食品などの排出削減に取り組むことが必要です。 

 

（２）収集・運搬に関する事項 

行政サービスの維持・効率的な収集・運搬体制の構築が必要 

・ 本市のごみ収集・運搬は，委託及び直営により行っています。 

・ 行政サービスの向上のため，収集・運搬体制の維持と高齢化の進行に対応した取組が

必要です。 

・ 平成３１年度から廿日市市との可燃ごみ共同処理を開始します。効率的な可燃ごみの

収集・運搬体制の構築が必要です。 

 

（３）中間処理に関する事項 

安定的かつ適正な処理が可能な新処理システムの構築が必要 

・ もやすごみの処理は，ごみ固形燃料（RDF）化方式の採用により，資源化や埋立物の

削減に効果を発揮していますが，一方で，ごみ処理コストの増加となっています。 

・ 平成３１年度から廿日市市との可燃ごみの共同処理を開始します。経済性及び環境保

全性を達成できる新たなごみ処理システムとしての運用が必要です。 

 

（４）最終処分に関する事項 

最終処分量の削減が必要 

・ 本市の地理的な特徴から，最終処分場の整備は非常に困難であり，現在，業者委託に

より最終処分を行っています。 

・ 安定した最終処分のため，ごみの排出抑制やリサイクルを促進することで，最終処分

量の削減を図ることが必要です。 

 


